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事　　務　　執　　行　　概　　要

　都市整備総務課においては、都市整備部事務事業を効率的かつ円滑及び適正に遂行するため都市整備行政の総合的な企画調整をはじめ、部の人事、予算、決算事務等、所管事務の適正な処理に努めた。

予　算　執　行

　　予算の執行にあたっては、地方自治法及び大阪府財務規則その他の関係法令を遵守し、行政効果の向上に常に留意しつつ、下記のとおり適正かつ効率的な予算執行に努めた。

(ｱ)　歳　　　　入

　　当該年度の歳入額は、一般会計1億4,178万9,113円であり、その内容は次のとおりである。

一般会計

	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　考

	都市整備費

国庫補助金
	円

12,973,000　
	％

9.2　
　
	・社会資本整備総合交付金

	物品売払収入
	568,925　
	　　　0.4　
	・公用車の売却

	延滞金
	1,200　
	　　　0.0　
	・職員手当の戻入にかかる延滞金

	雑　　　入
	128,245,988　
	　　　90.4　
	・職員費にかかる負担金　等

	合          計
	141,789,113　
	100.0　
	


(ｲ)　歳　　　　出

　　 当該年度の歳出額は、一般会計94億6,596万6,291円、特別会計3,793万2,614円であり、その内容は次のとおりである。

一般会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	都市整備総務費
	円

9,373,518,981 　
	％

99.0　
	・人件費及び事業執行に必要な旅費等の事務費 等

	道路橋りょう費
	55,240,828　
	0.6　
	・都市整備部低公害車導入に係る使用料

	河川砂防費
	19,796,143  
	0.2　
	・都市整備部低公害車導入に係る使用料　等

	公園費
	9,991,652　
	0.1　
	・都市整備部低公害車導入に係る使用料　等

	一般管理費
	4,059,367  
	0.1  
	・非常勤作業員雇用に係る経費　等

	防災総務費
	9,018  
	0.0  
	・事業執行に必要な旅費等の事務費

	政策企画総務費
	3,350,302  
	0.0  
	・事業執行に必要な職員手当等の事務費

	合　　　　計
	9,465,966,291
	100.0　
	


箕面北部丘陵整備事業特別会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　考

	土地区画
整理事業費
	円

37,932,614 
	％

 100.0
	人件費 等

	合　　　　計
	37,932,614 
	100.0 
	


(1)　総務・企画グループ

１　総 務 的 事 項

課の人事管理、予算執行、一般庶務、職員の衛生管理に関する事項等の適正な執行に努めるとともに、都市整備行政の円滑な推進をはかるため、部内外の連絡調整に努めた。

事 務 執 行 概 要

ア．人事管理

服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として、誠実かつ公正に職務の遂行を期すとともに、職場の明朗化と事務処理の能率化に努めた。

イ．職員の衛生管理

常に職場環境の整備改善を図り、課員の健康保持、疾病予防に努めた。

ウ．部業務の連絡調整

府議会等の連絡調整を行うため、他部局課等との連絡を密にし、業務の円滑な推進に努めた。

エ．その他

主たる物品の購入状況

　　　　　　該　当　　なし

２　企 画 的 事 項

部の行政の企画及び調整に関する事務、部の広報及び広聴に関する事務を執行し、都市整備行政の効率的な運営、事業の円滑な推進に資するよう努めるとともに、部所管の訴訟事件等に関する事務を処理した。

　　なお、令和３年度におけるそれぞれの事務執行状況は次のとおりである。

事 務 執 行 概 要

ア．部の行政の企画及び調整に関する事務

　　①　府議会関係事務

提出予定議案について法規面における調整を行うとともに、本会議、委員会等における関係資料の調整に関する事務を行った。

②　法規関係事務

部所管の条例、規則、告示等について法規審査を行った。

③　国家予算要望関係その他の事務

部の国家予算の編成に関する要望・提案の取りまとめを行うとともに、市長会等各種団体からの要望の検討整理を行った。

イ．部の広報、広聴に関する事務

　　　情報主任会議を通じて、部の広報、広聴事務の円滑な推進に努めた。

ウ．部所管の訴訟等に関する事務

抗告訴訟及び損害賠償請求などの事件で令和２年度末において係属中の事件は11件である。令和３年度に新たに提起された事件、訴訟に補助参加した事件、又は訴訟告知された事件は４件であり、令和３年度中に解決した事件は３件である。この結果、令和３年度末において係属中の事件は12件で、それぞれの概要は次のとおりである。

①令和３年度に新たに提起された事件、訴訟に補助参加した事件、又は訴訟告知された事件（訴訟が係属中のもの）　＜４件＞　

	1
	□事　件　名　　京都簡易裁判所　

　　　　　　　　令和３年（ハ）第10476号　行政財産目的外使用許可使用料支払請求事件

　　　　　　　　R3. 4.15　申 立 て

	
	□原　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　令和元年12月、被告は、大阪府に対して、行政財産目的外使用許可の申請を行い、令和２年１月、大阪府は、被告に対して、行政財産目的外使用許可を行った。その後、被告より支払いがなく、２度にわたり督促状を発送した。

　　以降、被告に対して、再三の催告を行ったが、被告は許可期間より前に使用をしない旨を通知したと主張し（事実に反する）、使用料の納付を拒否したため、裁判所に支払督促の申立てを行ったもの。
※被告より異議があったため、訴訟に移行

	2
	□事　件　名　　堺簡易裁判所

　　　　　　　　令和３年（ハ）第459号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　R3. 7.30　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　平成25年頃より、大阪府は、二級河川和田川旧河川敷地（堺市南区美木多上）上の不法占拠物件について、不法占拠指導を行ってきた。

　　令和３年７月、大阪府は、河川管理に支障があることから、当該不法占拠物件のうち、所有者が確知できないものについて、河川法第75条第３項に基づく簡易代執行により撤去を行った。原告は、本件撤去の現場に現れ、本件撤去により取り壊された建物の所有権を主張し、本件撤去は原告の所有権を侵害するものであるとしたが、同年８月には、全作業を完了した。

　　本件は、原告が、大阪府を被告として、不法行為に基づく損害賠償金の支払いを求めて、訴えを提起したもの。

	3
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

　　　　　　　　令和４年（ワ）第1272号　境界確定請求事件

　　　　　　　　R4. 2.17　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府　外1名

□事件の概要

　　八尾市黒谷六丁目262番の原告が所有する土地は、大阪府が所有する砂防敷、八尾市が所有する河川及び道路、登記簿上、訴外Ｂ氏が所有者となっている土地と隣接している。登記事項証明書の記載によれば、訴外Ａ氏は、原告が所有する本件土地の前所有者である。また、訴外Ｂ氏は、既に死亡しており、現在の土地の相続関係は不明である。

　　大阪府は、本件土地と府所有地について、同年６月、訴外Ａ氏の代理人及び事務代行者、大阪府、八尾市並びに訴外Ｂ氏の相続人のうち１名による現地立会を実施した。立会の際に、大阪府及び八尾市は、相隣地所有者（所有者が死亡している場合は相続人の半数以上）の承諾が得られれば、立ち会ったとおりの境界点で文書による境界確認を行うことで訴外Ａ氏の事務代行者と合意したが、訴外Ｂ氏の相続関係が明らかでないため、確認に応じることはできなかった。

　　令和３年９月、原告は、訴外Ａ氏から本件土地について、売買による所有権移転登記を受けた。

　本件は、原告が、大阪府及び八尾市に対し、本件土地の境界確定を求めて、訴えを提起したもの。

	4
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

　　　　　　　　令和４年（ワ）第1756号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　R4. 3. 3　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　平成29年11月、高槻市沢良木町18番７号付近の府道枚方高槻線で、自転車を運転していた原告が、単独で転倒する事故が発生した。

同年12月、原告の夫から、大阪府あてに「病院で治療中」との内容の架電があった。電話の内容を受けて、同日現場確認の後、大阪府から、原告の夫あてに架電し、原告の夫からは「追って原告から連絡させる」旨の返答があった。平成30年３月、原告代理人から、大阪府あてに、本件事故に関する原告の受任通知等が送達。受任通知には、原告の治療目途がつき次第連絡する旨の記載があった。

　　令和３年３月、原告代理人から、大阪府あてに、損害請求書が送達。以後、令和４年１月まで、原告代理人と大阪府との間で示談交渉を行ってきたが、賠償額と過失割合に見解の相違があり成立には至らなかった。

　　本件は、原告が横断防止柵の管理者である大阪府に対し、設置管理の瑕疵があったとして、国家賠償法２条に基づき、損害賠償金の支払いを求めて、訴えを提起したもの。


②令和３年度に新たに提起された事件、あるいは訴訟に補助参加した事件（令和３年度中に解決したもの）　＜０件＞
3 令和３年度に解決した事件（令和２年度以前に提起されたもの）　＜３件＞
	1
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

　　　　　　　　平成26年（行ウ）第29号　公金支出差止請求事件（住民訴訟）

　　　　　　　　H26. 2.17　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府知事

□事件の概要

　　大阪府が進める安威川ダム建設事業について、知事は、平成9年に、安威川ダム建設事業全体計画にかかる建設大臣の認可を受け、平成19年、本件ダムの建設計画を含む淀川水系神崎川ブロック河川整備計画にかかる国土交通省近畿地方整備局長の認可を受けた。また、ダム本体工事については、大阪府議会平成26年2月定例会で可決承認され、工事請負契約の締結を行った。原告らは、平成25年11月、本件事業に公金を支出させないなど必要な措置を講ずるよう勧告することを求めて住民監査請求をしたところ、平成26年１月、大阪府監査委員は、同請求を棄却した。

本件は、原告らが、知事に対して、本件事業は、ダム建設予定地がダム建設に適さず、災害を防止するどころか人災を誘発しかねない危険な計画であるから、河川法第1条の目的に合致しない違法な計画であること、本件事業は何ら実効性がないものであって、地方自治法第2条第14項及び地方財政法第4条第1項に違反することなどを主張して、本件事業に関して、一切の公金の支出等の差止めを求めて、大阪府知事を被告として、住民訴訟を提起したもの。

	2
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

平成30年（ワ）第7126号  損害賠償請求事件

H30. 8.10　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府　

□事件の概要

平成28年2月、原告が一般国道170号の側道を自動二輪車で走行中に転倒し、自動二輪車を損傷するとともに、右母指末節骨骨折等の傷害を負う事故（以下「本件事故」という。）が発生した。

　平成29年７月、原告から大阪府に対して、「人身傷害について症状固定し、後遺障害等級10級6号に認定された」旨の連絡があり、人身損害の賠償についても原告と大阪府の間で交渉がなされたが、後遺障害等級に関する見解の相違等により示談成立に至らなかった。

　本件は、原告が、本件道路の管理者である大阪府を被告として、損害賠償金の支払いを求めて、訴えを提起したもの。

	3
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

平成30年（ワ）第9129号  請負代金等請求事件
H30. 10.13　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府　

□事件の概要
　平成29年2月、大阪府は、原告と「淀川右岸流域下水道 高槻水みらいセンター 重力濃縮施設築造工事（H28-1）」（以下「本件工事」という。）に係る契約（以下「本件契約」という。）を締結した。本件工事にあたり、原告が試掘を行ったところ、当初設計と現地の地盤状況が異なっていたなどの事情から、現場の工事着手が遅れる事態が発生した。

　平成30年3月、原告は、大阪府に対して、「工事の解除に於ける理由書」（以下「理由書」という。）を提出し、本件工事の履行が不可能である旨の意思表示を行い、同年5月10日、本件契約に係る解除通知書を大阪府あて提出した。

　これに対して、大阪府は、理由書の提出をもって「原告は契約期間内に履行の意思がない」と判断し、平成30年6月、本件契約を解除した。さらに、同年8月、違約金を請負代金と相殺するとともに、原告に対し１年間の入札参加停止措置（以下「本件措置」という。）を行い、その旨ホームページで公表した。

　本件は、原告が、大阪府に対して、本件契約に基づく残代金若しくは債務不履行による損害賠償金又は国家賠償法に基づく損害賠償金の支払い及び信用棄損に係る国家賠償法に基づく損害賠償金の支払い並びに名誉回復措置として謝罪文の交付及び大阪府ホームページへの掲示等を求めて、訴えを提起したもの。


4 令和２年度以前に提起され、令和３年度末においてなお係属中の事件　＜８件＞
	1
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

　　　　　　　　平成23年（ワ）第10935号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　H23. 8.29　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府　外4名

□事件の概要

　　大阪府の調節池築造工事について、請負業者が行った家屋調査の結果、施工箇所に隣接する原告の土地が地盤沈下し、同土地上の工場建物内のクレーン設備等に損傷が発生していることが判明した。大阪府は損失補償として、クレーン設備等の損傷に対する補償額の提示を行ったが、原告は調節池の設置及び管理に瑕疵があり、損害を被ったとして、国賠法第1条及び第2条並びに民法第709条及び第717条に基づき本件土地及び建物の復旧工事費用の支払いを求めて、訴えを提起したもの。

	2
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

　　　　　　　　平成26年（ワ）第5652号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　H26. 6.19　提　　起（その後、関連訴訟と併合）

	
	□原　　　告　　大阪府

□事件の概要

平成18年12月、大阪府は、被告と「都市計画道路大和川線シールド区間詳細設計委託」契約を締結し、平成20年3月、成果品の納品を受けた。この成果品の検討内容は、立坑に作用する外力の設定等に誤りがあり、立坑の安定性について、実際は不安定であるにも関わらず「安定している」と誤った内容を記載したものであった。その後も、被告は「立坑は安定している」と誤った説明を続けていた。大阪府は、被告の主張を信じ、平成23年3月、開削工事を開始した。
その後、施工業者の指摘や学識経験者が参画した検討により、立坑の不安定性が明らかとなり、大阪府は、開削工事の一時休止及び安定化対策のための追加工事の発注を行った。被告が、正しい設計を行わず、「立坑は不安定である」という正しい情報を大阪府に伝えなかったことにより、大阪府は、過大な工事費を支出することとなったことから、大阪府が被った損害賠償金等の支払いを求めて、訴えを提起したもの。

※関連訴訟　大阪地方裁判所

平成27年（ワ）第3988号　委託代金支払請求事件

	3
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

平成27年（ワ）第3988号　委託代金支払請求事件

H27. 4.18　提　　起

H27. 7. 2  関連訴訟と併合

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

大阪府が原告と締結した「一級河川寝屋川香里西調節池外構造物補修設計委託」契約に基づく委託代金について、大阪地方裁判所平成26年（ワ）第5652号事件において、原告に訴求している損害賠償請求権を自働債権として相殺したところ、原告が、大阪府の損害賠償請求権は存在しないことを主張し、大阪府に相殺された委託金額の支払い等を求めて、訴えを提起したもの。

※関連訴訟　大阪地方裁判所　

平成26年（ワ）第5652号　損害賠償請求事件

	4
、
5
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

平成30年（ワ）第9534号  所有権確認等請求事件①

H30. 10.25　提　　起

	
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

平成31年（ワ）第2780号  建物等収去土地明渡等反訴請求事件②

H31. 3.29　提　　起

	
	大阪高等裁判所

　　　　　　　　令和２年（ネ）第1893号　所有権確認等本訴、建物収去土地明渡等反訴請求控訴事件

R2. 8. 19　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要①
昭和31年9月、大阪府は、主要地方道堺大和高田線の道路改良事業に要する用地として、藤井寺市北岡一丁目994番の土地（以下「本件土地」という。）を訴外Ａ氏より買収し、同年12月に所有権移転登記を行った。

　昭和32年10月、訴外Ｂ氏が本件土地の一部の上に建物（以下「旧建物」という。）を新築し、平成7年2月に所有権保存登記を行った。

　平成7年4月、原告は、旧建物を取り壊し、新たに建物を新築し、平成8年2月に所有権保存登記を行った。なお、原告は、平成7年3月に訴外Ｂ氏から本件土地及び旧建物を買い受けたと主張している。

　本件は、原告が本件土地について原告の所有であることの確認等を求めて、訴えを提起したもの。
※関連訴訟　大阪地方裁判所　

平成31年（ワ）第2780号　建物等収去土地明渡等反訴請求事件

	
	□原　　　告　　大阪府　

□事件の概要②
　平成30年（ワ）第9534号（本訴）において藤井寺市北岡一丁目994番（以下「本件土地」という。）の土地について被告（本訴原告）の所有であることの確認を求めて提訴されているところ、何らの権原もなく本件土地を占有しているとして建物の収去・土地の明け渡し等を求めて、反訴提起したもの。
※関連訴訟　大阪地方裁判所　

平成30年（ワ）第9534号　所有権確認等請求事件

	6
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

令和元年（ワ）第8080号　損害賠償請求事件
R1. 9.10　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府　外１名

□事件の概要

平成30年5月より、大阪府は、二級河川佐野川において、防潮堤の耐震対策工事（南海トラフ巨大地震対策）のため、既設防潮堤の堤外地側に鋼管杭を打設した。

平成31年2月、原告は、所有する物件について、泉佐野市と大阪府が、防潮堤の鋼管杭打設中に既設排水管を遮断したことで、平成30年8月の台風第20号及び9月の降雨により浸水被害が発生したと主張し、既設排水管の管理者である泉佐野市に対し、耐震対策工事施行者である大阪府と連帯して、損害賠償金を支払うことを求め、大阪簡易裁判所に民事調停を申し立てたが、不成立となった。なお、大阪府は同調停に利害関係人として参加した。

本件は、原告が、大阪府らに対して、連帯して、損害賠償金の支払いを求めて、訴えを提起したもの。

	7
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

令和元年（ワ）第8381号　損害賠償等請求事件
R1. 9.20　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府　

□事件の概要

平成29年10月、台風第21号の襲来に伴い、大阪府の下水処理施設である今池水みらいセンター敷地内において、堺市の下水道管の破損による陥没事故が発生した。

これに対して、大阪府は法的な責任はなく、公共下水道管理者の管理責任の範囲内とであり、費用負担の責任もなく、負担は出来ないと主張したため、原告は、当該事故による損害賠償等を求めて、平成31年４月に大阪簡易裁判所に対して民事調停を申し立てたが、不成立に終わった。

本件は、原告が、大阪府に対し、当該事故による損害賠償金の支払い等を求めて、訴えを提起したもの。

	8
	□事　件　名　　大阪地方裁判所　

令和２年（ワ）第1800号　境界確認等請求事件
R2. 2.27　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

平成30年3月、被告の一人であるＡ氏から、大阪府に対し、摂津市千里丘５丁目18番1（以下「18番1土地」という。）と府道大阪高槻京都線敷地（以下「府道敷地」という。）との境界に係る公共用地境界確定協議依頼があり、平成30年5月、大阪府は被告Ａ氏及び被告の一人であるＢ氏（18番１土地の隣接土地である22番１の所有者。）らと境界確定協議に係る現地立会を実施し、本件土地と府道敷地との境界について合意のうえ、平成30年６月、境界確定図を被告Ａ氏に交付した。

本件は、摂津市千里丘５丁目23番１（以下「23番１土地」という。）を所有する原告らが、被告ら（大阪府を含む）に対し境界確認を求め、（仮に23番1土地が本件土地の範囲と一致しないとしても）原告らは本件土地を時効取得しているとして、被告ら（大阪府を含まない）に対し本件土地部分の分筆及び登記移転を求めて、訴えを提起したもの。


エ．令和３年度　条例、規則等の制定及び改廃
①　条例の制定及び改廃

· 大阪府道の構造の技術的基準及び道路標識の寸法を定める条例の一部を改正する条例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R3.6.14
	大阪府条例第49号
	移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める省令の改正に伴う所要の改正。


○　大阪府国土利用計画審議会条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R3.10.15
	大阪府条例第64号
	大阪府国土利用計画審議会の権限に属する事項で、規則で定めるものについては、会長において、これを専決することができることによる所要の改正。


· 大阪府特定都市河川流域における浸水被害の防止に関する条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R3.10.15
	大阪府条例第65号
	特定都市河川浸水被害対策法の改正による所要の改正。


· 大阪府流域下水道の管理に関する条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R3.10.15
	大阪府条例第66号
	下水道法の改正による所要の改正。


· 大阪府附属機関条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R4.3.29
	大阪府条例第25号
	1.大阪府流域下水道施設整備運営事業者選定評価委員会を新たに設置することによる所要の改正。

2.大阪府営住宅活用用地事業者選定審査会を新たに設置することによる所要の改正。

3.大阪府廃棄物処理施設等の設置に係る生活環境影響評価審議会及び大阪府環境影響評価審査会について、関連する事項の諮問手続の効率化を図るための所要の改正。

4.大阪府道路高架下等事業者選定委員会の担任する事務を追加することによる所要の改正。

5.大阪府市エネルギー政策審議会を廃止する。


○　大阪府りんくうタウン共同溝工事負担金及び管理分担金徴収条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R4.3.29
	大阪府条例第34号
	ガス事業法の改正に伴い、大阪ガス株式会社が分社化され、りんくうタウン共同溝に関する業務が大阪ガスネットワーク株式会社に承継されることによる所要の改正。


· 大阪府駐車場条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R4.3.29
	大阪府条例第35号
	大阪府新石切立体駐車場について、府による運営を廃止することに伴う所要の改正。


· 大阪府特定都市河川流域における浸水被害の防止に関する条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	R4.3.29
	大阪府条例第36号
	特定都市河川浸水被害対策法の改正により、貯留機能保全区域の標識の設置について条例で定めることとされたことに伴う所要の改正。


②　規則の制定及び改廃
　　　○　大阪府企業財務規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R3.9.23
	大阪府規則第110号
	知事が別に定める随意契約については、インターネットの利用による公募により契約の相手方を決定することを定めることに伴う所要の改正。


○　大阪府都市計画審議会規則及び大阪府北部大阪都市計画事業水と緑の健康都市特定土地区画整理事業保留地処分価格評価審査会規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R3.10.26
	大阪府規則第122号
	大阪都市計画局の設置することによる所要の改正。


○　大阪府国土利用計画審議会規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R3.10.26
	大阪府規則第123号
	大阪府国土利用計画審議会条例の改正に伴う所要の改正。


○　府土木事務所長等の職にある職員に権限を委任する規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R3.11.1
	大阪府規則第128号
	下水道法等の改正に伴う所要の改正。


○　大阪府路線バス・タクシー感染症対策強化支援事業補助金交付規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R3.11.1
	大阪府規則第129号
	新型コロナウイルス感染症の感染の拡大の防止に資する備品又は設備を設置した事業者を対象とした、路線バス・タクシー感染症対策強化支援事業補助金の交付の要件、交付の申請及び決定その他当該補助金の交付に関し必要な事項を定めるための所要の改正。


○　大阪府特定都市河川流域における浸水被害の防止に関する条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R3.11.1
	大阪府規則第130号
	特定都市河川浸水被害対策法の改正に伴う所要の改正。


○　大阪府特定都市河川浸水被害対策法施行細則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R3.11.1
	大阪府規則第131号
	特定都市河川浸水被害対策法の改正に伴う所要の改正。


○　大阪府流域下水道の管理に関する条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R3.11.1
	大阪府規則第132号
	特定都市河川浸水被害対策法の改正に伴う所要の改正。


○　府土木事務所長等の職にある職員に権限を委任する規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R3.12.21
	大阪府規則第140号
	下水道法施行令の改正に伴う所要の改正。


○　大阪府特定都市河川浸水被害対策法施行細則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R3.12.21
	大阪府規則第141号
	特定都市河川浸水被害対策法施行規則の改正に伴う所要の改正。


○　府土木事務所長等の職にある職員に権限を委任する規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R4.3.22
	大阪府規則第12号
	道路法の改正に伴う所要の改正。


○　大阪府特定都市河川浸水被害対策法施行細則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R4.3.29
	大阪府規則第19号
	特定都市河川浸水被害対策法の改正に伴う所要の改正。


○　大阪府駐車場条例施行規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R4.3.30
	大阪府規則第45号
	大阪府駐車場条例の改正により、大阪府新石切立体駐車場における府による運営を廃止することに伴う所要の改正。


○　大阪府流域下水道施設整備運営事業者選定評価委員会規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	R4.3.30
	大阪府規則第46号
	大阪府流域下水道施設整備運営事業者選定評価委員会の組織、委員の報酬及び費用弁償の額その他当該委員会に関し所要の改正。


(2)　人事グループ

部の人事については、職員の異動、昇任昇格者調整、職員の退職事務、部内職員研修、部内職員表彰及び部の行政運営の管理に関する事務を行った。

このほか、組合交渉、職免、公務災害等人事に関する業務を処理した。

ア．昇任昇格一覧表（所属別、職階別）令和３年度

・令和３年度中に昇任発令のあった者の数を示す（交通道路室については、令和３年度当初昇任に係るもの。道路室・交通戦略室については、年途昇任に係るもの。都市計画室については、令和３年10月31日までの昇任に係るもの）。なお、所属は昇任前の所属を、職階は昇任後の職階を示してある。

	職種・職階

所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技能労務
	合

　　　　　　計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	計
	

	都市整備総務課
	1
	1
	1
	3
	1
	7
	
	
	1
	
	
	1
	
	
	0
	8

	事業管理室
	
	
	
	
	
	0
	1
	1
	1
	1
	
	4
	
	
	0
	4

	都市計画室
	
	
	1
	
	
	1
	
	
	
	2
	2
	4
	
	
	0
	5

	交通道路室
	
	
	1
	1
	
	2
	
	1
	1
	1
	2
	5
	
	
	0
	7

	道路室
	
	
	
	
	
	0
	1
	1
	
	
	
	2
	
	
	0
	2

	交通戦略室
	
	
	1
	
	
	1
	
	
	
	
	
	0
	
	
	0
	1

	河川室
	
	
	
	
	2
	2
	
	1
	
	2
	
	3
	
	
	0
	5

	下水道室
	
	
	
	
	
	0
	
	1
	1
	2
	
	4
	
	
	0
	4

	公園課
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	0
	
	
	0
	0

	用地課
	
	
	1
	1
	3
	5
	
	
	
	
	
	0
	
	
	0
	4

	収用委員会事務局
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	0
	
	
	0
	0

	計
	1
	1
	5
	5
	6
	18
	2
	5
	4
	8
	4
	23
	
	
	0
	41


	職種・職階
所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技能労務
	合
　　　　　計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	計
	

	池田土木事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	3
	3
	
	1
	1
	4

	茨木土木事務所
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	
	1
	1
	2
	
	0
	0
	3

	枚方土木事務所
	
	
	
	2
	1
	3
	
	
	3
	
	3
	6
	
	2
	2
	11

	八尾土木事務所
	
	
	
	
	1
	1
	1
	
	1
	
	1
	3
	
	0
	0
	4

	富田林土木事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	2
	3
	2
	7
	
	1
	1
	8

	鳳土木事務所
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	1
	2
	
	3
	
	1
	1
	5

	岸和田土木事務所
	
	
	1
	
	1
	2
	
	
	
	1
	2
	3
	
	0
	0
	5

	西大阪治水事務所
	
	
	
	
	2
	2
	
	
	1
	2
	3
	6
	
	1
	1
	9

	寝屋川水系改修工営所
	
	
	
	
	1
	1
	
	1
	
	
	1
	2
	
	0
	0
	3

	北部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	1
	2
	3
	
	0
	0
	3

	東部流域下水道事務所
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	
	
	4
	4
	
	0
	0
	5

	南部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	1
	
	2
	3
	
	0
	0
	3

	安威川ダム建設事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	1
	2
	3
	
	0
	0
	3

	モノレール建設事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	1
	1
	
	0
	0
	1

	計
	0
	0
	1
	3
	8
	12
	1
	1
	9
	11
	27
	49
	
	6
	6
	67

	合　　計
	1
	1
	6
	8
	14
	30
	3
	6
	13
	19
	31
	72
	
	6
	6
	108


1． 退職者一覧表　（令和３年度）
・令和３年度中に退職した者の数を示す（都市計画室については、令和３年10月31日まで）。　
	職種・職階
所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技 能 労 務
	合
　　　　　　計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	指導技手補
	専　 門　 員
	計
	

	都市整備総務課
	
	
	
	
	
	
	
	1
	
	
	
	
	
	1
	
	
	
	
	
	1

	事業管理室
	
	1
	
	1
	
	
	2
	
	
	
	1
	
	1
	2
	
	
	
	
	
	4

	都市計画室
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	道路室
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1
	
	
	
	1
	
	
	
	
	
	1

	交通戦略室
	
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	1
	
	
	1
	2
	
	
	
	
	
	3

	河川室
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	下水道室
	
	
	1
	
	
	
	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1

	公園課
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1
	
	
	
	1
	
	
	
	
	
	1

	用地課
	
	
	
	
	
	3

(1)
	3

(1)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	3

(1)

	収用委員会事務局
	
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1

	計
	
	1
	1
	1
	1
	4

(1)
	8

(1)
	1
	
	3
	1
	
	2
	7
	
	
	
	
	
	15

(1)


＊（　）は再任用で内数
	Ｍ
	部長級
	Ｐ
	課　長　補　佐　級

	Ｎ
	次長級
	Ｑ
	主　　　査　　　級

	Ｏ
	課　　　長　　　級
	Ｒ
	主事･技師級


	職種・職階
所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技 能 労 務
	合
　　　　　　計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	指導技手補
	専　 門　 員
	計
	

	池田土木事務所
	
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	1
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	1
	3

	茨木土木事務所
	
	
	
	
	
	3

(1)
	3

(1)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	3

(1)

	枚方土木事務所
	
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	1
	
	1
	1
	3
	
	1
	
	
	1
	5

	八尾土木事務所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1
	2
	1
	1
	5
	
	1
	
	2

(2)
	3

(2)
	8

(2)

	富田林土木事務所
	
	
	
	
	3
	2

(2)
	5(2)
	
	
	
	2
	1
	
	3
	
	
	
	1
	1
	9

(2)

	鳳土木事務所
	
	
	
	
	
	2
	2
	
	
	1
	1
	2

(1)
	1
	5(1)
	
	
	
	1
(1)
	1(1)
	8

(２)

	岸和田土木事務所
	
	
	1
	1
	1
	2

(1)
	5(1)
	
	
	1
	2
	
	
	3
	
	
	1
	3

(3)
	4

(3)
	12(4)

	西大阪治水事務所
	
	
	
	
	
	1

(1)
	1

(1)
	
	
	
	2
	
	
	2
	
	1
	1
	1

(1)
	3(1)
	6

(2)

	寝屋川水系改修工営所
	
	
	1
	1
	1
	
	3
	
	
	1
	1
	
	2

(2)
	4(2)
	
	
	1
	1

(1)
	2(1)
	9

(3)

	北部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	2
	1
	1
	4
	
	
	
	
	
	4

	東部流域下水道事務所
	
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	1
	1
	1
	2

(1)
	5(1)
	
	1
	
	
	1
	7

(1)

	南部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	2
	3

(1)
	
	5(1)
	
	
	
	
	
	5

(1)

	安威川ダム建設事務所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	2
	
	1
	
	3
	
	
	
	
	
	3

	モノレール建設事務所
	
	
	
	1
	
	
	1
	
	
	
	
	1
	2
	3
	
	
	
	
	
	4

	計
	
	
	2
	3
	7
	11

(5)
	23
(5)
	
	
	9
	15
	12

(２)
	10
(3)
	46

(5)
	
	5
	3
	9

(8)
	17(8)
	86

(18)

	合　　計
	
	1
	3
	4
	8
	15

(6)
	31

(6)
	1
	
	12
	16
	12

(２)
	12

(3)
	53

(5)
	
	5
	3
	9

(8)
	17(8)
	101
(19)


(3)　予算グループ　
都市整備部全体の予算編成並びに決算に関する事務を主な事務内容とし、本庁並びに各予算執行機関への歳出予算の配当、国庫支出金の受入及びその他調整事務を処理した。

また、会計検査院の受検対応、監査及び新公会計制度にかかる部内調整事務を処理した。
　ア．歳　　　入

　　　当該年度の歳入額は、一般会計479億5,151万3,014円、特別会計5億5,617万5,122円、企業会計1,047億7,477万9,907円、合計1,532億8,246万8,043円であり、 その内容は次のとおりである。

一般会計

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	負担金
	円
2,301,376,404
	円
2,299,786,664
	％
6.6 
	

	使用料
	3,978,014,241
	3,960,629,916
	8.3 
	

	手数料
	18,539,000
	18,539,000
	0.0 
	

	国庫補助金
	37,422,735,204
	37,422,735,204
	73.4 
	

	国庫委託金
	38,000
	38,000
	0.0 
	

	財産運用収入
	49,090,147
	49,090,147
	0.2 
	

	財産売払収入
	100,948,950
	100,948,950
	2.1 
	

	寄附金
	4,429,913
	4,429,913
	0.0 
	

	特別会計繰入金
	478,487,759
	478,487,759
	2.3 
	

	基金繰入金
	2,254,186,652
	2,254,186,652
	2.6 
	

	延滞金、加算金及び過料等
	275,715
	30,915
	0.0 
	

	貸付金元利収入
	437,707,331
	437,707,331
	1.0 
	

	受託事業収入
	487,093,895
	487,093,895
	1.5 
	

	雑入
	8,064,821,625
	437,808,668
	2.0 
	

	計
	55,597,744,836
	47,951,513,014
	100.0
	


不動産調達特別会計

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	繰越金
	円
77,687,363
	円
77,687,363
	％
14.0 
	

	財産収入
	478,487,759
	478,487,759
	86.0 
	

	計
	556,175,122
	556,175,122
	100.0 
	


流域下水道事業会計
流域下水道事業収益

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	営業収益
	負担金
	円

22,956,308,551
	円

22,956,308,551
	％
36.0
	

	
	受託事業収益
	1,569,558,674
	1,569,558,674
	2.5
	

	営　　業　　外　　収　　益
	受取利息及び
配当金
	3,656,533
	3,656,533
	0.0
	

	
	国庫補助金
	5,732,000
	5,732,000
	0.0
	

	
	他会計補助金
	8,523,491,000
	8,523,491,000
	13.4
	

	
	長期前受
金戻入
	29,696,602,355
	29,696,602,355
	46.5
	非現金

	
	雑収益
	8,550,264
	8,550,264
	0.0
	

	
	売電事業収入
	599,457,631
	599,457,631
	0.9
	

	
	施設使用
料収益
	221,615,136
	221,615,136
	0.3
	

	
	消費税及び地方消費税
還付金
	259,173,839
	259,173,839
	0.4
	

	計
	63,844,145,983
	63,844,145,983
	100.0
	内非現金
29,696,602,355


流域下水道事業資本的収入

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	備　考

	企業債
	円

12,701,000,000 
	円

12,701,000,000 
	％
31.0 
	

	国庫補助金
	12,659,981,000
	12,659,981,000
	30.9
	

	負担金
	4,931,239,114
	4,931,239,114
	12.1
	

	出資金
	5,388,737,000
	5,388,737,000
	13.2
	

	受託金
	981,299,277
	981,299,277
	2.4
	

	基金繰入金
	4,268,377,533
	4,268,377,533
	10.4
	

	合　　計
	40,930,633,924
	40,930,633,924
	100.0
	


イ．歳　　　出

当該年度の歳出額は、一般会計2,802億668万3,739円、特別会計5億5,154万3,581円、企業会計1,120億5,255万5,128円、合計3,928億1,078万2,448円であり、その内容は次のとおりである。
　

一般会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	都市整備
管理費
	円
13,815,385,522
	円
11,093,829,050
	円
10,654,153,050
	％
3.8 
	繰越額　　

0

他部課配当額

2,721,556,472

	道路
橋りょう費
	67,879,216,000
	67,690,851,671
	52,436,196,207
	18.7 
	繰越額
14,733,555,000
他部課配当額

188,364,329

	河川費
	66,960,276,000
	66,046,910,592
	51,479,987,199
	18.4 
	繰越額
14,170,172,000
他部課配当額

913,365,408

	港湾費
	6,576,930
	6,576,930
	6,576,930
	0.0 
	繰越額

0
他部課配当額

0

	都市計画費
	31,212,184,572
	31,064,389,854
	24,525,051,524
	8.8 
	繰越額
2,676,892,000
他部課配当額

147,794,718

	土木施設
災害復旧費
	346,742,000
	346,742,000
	270,323,451
	0.1 
	繰越額

0
他部課配当額

0

	小計
	180,220,381,024
	176,249,300,097
	139,372,288,361
	49.8 
	繰越額

315,806,19,000
他部課配当額

3,971,080,927

	他部課
予算分
	174,336,051,163
	174,336,051,163
	140,834,395,378
	50.2 
	

	計
	354,556,432,187
	350,585,351,260
	280,206,683,739
	100.0 
	


箕面北部丘陵整備事業特別会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	土地区画

整理

事業費
	円
73,053,392
	円
73,053,392
	円
73,053,392
	％
99.9
	

	関連

事業費
	2,430
	2,430
	2,430
	0.1 
	

	計
	73,055,822
	73,055,822
	73,055,822
	100
	


不動産調達特別会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	繰出金
	円
478,488,000
	円
478,487,759
	円
478,487,759
	100.0
	

	計
	478,488,000
	478,487,759
	478,487,759
	100.0
	


流域下水道事業会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	流域下水道事業　費用
	円
67,597,613,000
	円
67,597,613,000
	円
65,740,261,940
 
	％
58.7

	内非現金
37,523,740,692　

	流域下水道事業資本的支出
	54,193,773,000
	54,193,737,000
	46,312,293,188
	41.3
	繰越額

7,694,969,000

	計
	121,791,386,000
	121,791,386,000
	112,052,555,128
	100.0
	内非現金
37,523,740,692


ウ．国費関係事務

国庫補助金に関する支出負担行為担当官として事務を処理した。

	所 管 及 び 会 計 区 分
	金　　額
	

	
	
	左 の う ち 大 阪 府 分

	国土交通省所管分
	円
138,464,124,764　
	円
49,467,124,405　

	
	一般会計
	138,464,124,764　
	49,467,124,405　

	
	東日本大震災復興特別会計
	0　
	0　


(4)　都市整備部指定出資法人管理事項

　ア．指定出資法人の名称

　　　　大阪モノレール株式会社
　　　　大阪府道路公社

　　　　大阪府土地開発公社

　　　　公益財団法人　大阪府都市整備推進センター

　　　　大阪外環状鉄道株式会社

　　　

　イ．指定出資法人の管理について

　　　指定出資法人の管理については、平成18年10月1日に施行された「大阪府の出資法人等への関与を定める条例」に基づき管理を行っている。
令和３年度は、令和２年度分の経営評価に対し審査を行い、また、団体の事業計画書、予算書、業務報告書、決算関係書類等について指導を行うとともに、協議関係書類の合議を受けるなど団体の適正な管理に努めている。
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